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研究成果の概要（和文）：　本研究では, 社会のため（他者のため）に望ましい行動をしたいという, 内発的動
機のうち, 政策への応用が期待できる「知覚効果」に注目し, 省エネ行動との関係を定量的に分析した研究であ
る.　研究期間内に2回の調査を行い, 1回目の調査では約13,000世帯分のデータで分析を行い, 知覚効果が省エ
ネ行動促進に有効であることを明らかにした. 2回目調査では, 約5,500世帯を対象に, 知覚効果に働きかける要
因（環境）について明らかにした. 
　

研究成果の概要（英文）： This study focuses on "perceived effect," an intrinsic motivation to engage
 in prosocial behaviors for the benefit of society (others), which holds promise for policy 
application, and quantitatively analyzes its relationship with energy-saving behaviors. During the 
study period, two surveys were conducted. The first survey analyzed data from approximately 13,000 
households and demonstrated that perceived effect is an effective means to promote energy-saving 
behaviors. The second survey targeted approximately 5,500 households to identify the factors 
(environment) that influence perceived effectiveness.

研究分野： 環境経済学

キーワード： 知覚効果　省エネルギー　家庭　次世代
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究では, 社会のため（他者のため）に望ましい行動をしたいという, 省エネ行動の内発的動機のうち, 政
策への応用が期待できる「知覚効果」に注目し, 省エネ行動との関係を定量的に明らかにした. 分析の結果は, 
効果は小さいが, 省エネ行動を行う現代世代が, 次世代を担う子どもとの日常的な接触によって, 省エネ行動に
プラスの影響をもたらすという結果であった. この結果は, 従来のインセンティブや心理的な方法とは別の視点
で, 省エネ行動促進のための政策形成の可能性を示唆するものと言える. 

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 地球温暖化対策やエネルギー資源が限られる日本にとって, 省エネ行動を促すための政策設
計は, 重要な課題の１つである. 特に, 家庭部門は他の部門と異なり、規制的な手段を用いるこ
とが難しく, これまで省エネ情報の提供（「省エネラベル」など）や, 省エネ機器への買い替えを
促すような政策（家電製品に対する「家電エコポイント制度」や, 自動車に対する「エコカー減
税」など）が行われてきた. 

 家庭部門の省エネ手段には, 省エネ投資と省エネ行動の２種類があり, これまで実施されて
きた省エネ政策は, 主に前者の省エネ投資を促すような政策であった. 省エネ機器の導入と家
庭のエネルギー消費量の関係については, 多くの省エネ投資に関する先行研究によって明らか
にされている(Trotta, 2019). 一方で, 近年は後者の省エネ行動を継続的に促進するための政策
設計に注目が集まっている. 

 

 

図 1 は, 家庭部門の省エネ行動の動機についてまとめたものである. 省エネ行動の動機は, 主
に i) 内発的動機と ii) 外発的動機に分けることができる. 後者の ii) 外発的動機による省エネ
行動は, 行動自体が目的ではなく, 光熱費の節約や社会からの要請・規制に対する遵守, 周囲の
（省エネ行動を行う）人たちとの同調など, 他の目的を達成することを動機としたものである.  

例えば, 省エネ行動の達成水準に応じて報酬や罰則を与える①経済的インセンティブや, 社会
において求められる省エネ行動を遵守するよう, 他者と自身の省エネ水準を比較させる②社会
的規範などの手段の有効性について, これまで実証研究による検証が進んでいる. 一方で, 社会
のため（他者のため）に, 自ら進んで省エネ行動を行おうとする 「内発的動機」に注目した政策
の検証はほとんど行われてこなかった. 省エネ行動の内発的動機とは, 他者のために省エネ行
動を行いたいと思う動機のことで, 外発的動機と違い, 行動自体が目的となる. しかしながら, 

エネルギー経済学の分野においては, 一般に, このような性格や利他心などのいわゆる「性格要
因」は, 外部からは制御できない不変なものと考えられているため, これまで政策への応用には
注目されてこなかった.  一方で, 他の学問分野においては, このような個人の行動の内発的動
機をもたらす要因には「性格要因」以外に, 「環境要因」も存在し, それが制御可能だと考えら
れている.   

その学問分野の１つが, 経営学における組織行動論である. 組織行動論は, 組織における人間
行動と, その背後にある心理を対象にした研究を行う学問分野であり, 人の行動は, その人の周
りの環境（状況）によっても動機付けされると考えている.そのような環境要因の１つとして 

Grant (2007)では, 受益者との接触によって生じる知覚効果が, 仕事の内発的動機に影響を与え
る考え方を示した. それは, 組織の従業員が, 受益者（お客）と直接接することで, 自身の仕事が
受益者に影響を与えることを認識（＝知覚効果）し, それが仕事の内発的動機をもたらすという
考え方である. また, この考え方は, 複数の実験の結果からもサポートされている. つまり, 受



益者との接触という環境を整えることにより, 知覚効果を通して, 内発的動機が刺激される可
能性があることを示している.  

このような環境要因から, 省エネ行動にアプローチした研究はこれまで見当たらない. 図 2 は, 

この考え方を応用した本研究の仮説を表したものである. 省エネ行動（環境保全行動）の受益者
を次世代と捉え, 省エネ行動の主体が, 日常的に次世代と接触する環境にあることで, 自身の省
エネ行動が, 次世代に与える影響を認識し（＝知覚効果）, それが省エネ行動の内発的動機をも
たらすと考える. なお本研究では, 次世代を現在の子供たちと考えている.  

 

  

 

 

 

 

このように, 周りの環境を制御することで, 省エネ行動の内発的動機をもたらすことが可能で
あることを明らかにできれば, 重大なエネルギー問題に直面し, 社会の省エネ化をさらに促進
させたい日本にとって, 今後の省エネ促進政策の設計に有効であると言える. 
 
 
 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は, 家庭部門の省エネ行動の内発的動機に着目し,次世代との接触が,知覚効果
（自身の行動が次世代に影響を与えるという認識）を通して,省エネ行動を促進させることが可
能かどうかを, 大規模なマイクロデータを用いた実証分析を通して明らかにする. さらに, その
結果に基づいて具体的な省エネ政策の提案を行うものである.  

 
 
 
 
 
３．研究の方法 
 本研究における次世代は, 小学生以下の子供とし, 2 回の質問票調査データを用いて, 次世代
との接触が,知覚効果の発生を通して省エネ行動に結びつくかどうかについての仮説を, 計量
経済学の手法に基づいて検証する. 調査はいずれも Web アンケート調査会社を利用した. 1 回
目の調査では, 約 13,000 世帯を対象に, 日常的な次世代との接触の影響を検証しており, 2 回
目の調査では,約 5,500 世帯を対象に, 子供や孫の違いや, 接触の種類による影響の違いなどに
ついて検証した. 具体的な手法として, いずれも知覚効果を内生変数とした, 操作変数を用い
た２段階推定による手法で検証を行った.  

 
 
 
 
４．研究成果 

 第 1 段階の推定として, 知覚効果に回帰させる操作変数には「将来世代との接触」, 「将来世
代との関係の深さ」,「接触する将来世代の多様性」の３つを用いた. 結果として, いずれも知覚
効 果 に プ ラ ス で 有 意 な 影 響 を 与 え る 結 果 と な っ た . 操 作 変 数 の 妥 当 性 の 検 証 に weak 

identification 検定や over identification 検定を行い, 妥当性も保証された. また, 電気使用量

次世代との接

触 

自身の行動が次世代へ与える 

影響を認識（＝知覚効果） 

（内発的動機による） 

省エネ行動 

図 2.知覚効果による省エネ行動促進 



を知覚効果に回帰した 2 段階目の推定において, 知覚効果の推定係数がマイナスで有意となっ
た. ここで, 電気使用量のコントロール変数として, 世帯属性や住宅属性, 保有家電, 太陽光パ
ネルやオール電化の有無, 外気温（代理変数を使用）となどを分析に含めた. さらに, コロナ禍
であったため, 在宅ワークの有無なども考慮している.  

 第 1 段階における日常的な将来世代との接触による知覚効果の上昇が, 電気使用量の減少と
いう省エネ行動につながっていることを示している. この結果は, Grant(2007)が組織の従業員
の仕事に対する内発的動機を対象にして示した結果が, 家庭部門の省エネ行動にも当てはまる
ことを表している. また, 接する子供との関係の「深さ」や「幅」のパラメターが正で統計的に
有意であること, また, 第２段階の推定における知覚効果のパラメータが負で統計的に有意で
あることから, 日常的に接する子供との関係も, 省エネ行動の内発的動機に影響を与えている
ことが分かる.  

 また, 2 回目のアンケート調査では, 自身の子供だけでなく, 孫や従兄弟など関係性の異なる
状況での検証を行なっている. この研究はまだ論文化されていないが, 関係性の違いによる効
果の異質性が確認できている. ２つの調査データによる分析より, 従来のインセンティブや心
理的な要因とは異なる側面から, 家庭の省エネ行動の内発的動機をもたらし, 長期的な省エネ
行動の意思が期待できると考えられる.  
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